書式別４－１
２０２２年４月２８日改訂版

［認定支援機関名（○○商工会議所）］
中小企業活性化協議会事業　支援業務部門　御中

利用相談申込書兼同意書
私は、「経営者保証に関するガイドライン」（以下、｢経営者保証ガイドライン｣といいます。）の記載内容を十分に理解し、本書裏面の誓約書及び下記の事項について同意した上で、貴所による［主たる債務者名］を主たる債務者とする保証債務の整理に関し、保証人支援専門家と連名で利用相談を申し込みます。
記
１．経営者保証ガイドライン第７項（３）③に基づき、主たる債務の整理手続の終結後に保証債務の整理を開始した場合には、終結前に開始した場合と比較して、残余財産の範囲が制限されることを理解するとともに、利用相談や利用申請の結果、貴所において保証債務の整理が開始できなかった場合又は弁済計画が不成立に終わった場合の責任の一切が私に帰属すること。
２．貴所による経営者保証ガイドラインに基づく保証債務整理支援業務の遂行のために、私が、貴所（支援業務部門及び協議会事務局）に開示した情報及び今後開示する情報を、貴所が、経済産業省中小企業庁、○○経済産業局、○○経済産業局管内の中小企業活性化協議会事業支援業務部門に所属する弁護士資格を有する統括責任者補佐、及び独立行政法人中小企業基盤整備機構（中小企業活性化全国本部）に開示すること。また、経済産業省は、本事業の評価、制度・運用改善及び利用状況フォローアップ等の目的の範囲内において、経済産業省が指定する者に対し、必要かつ適切な監督を行うことを前提に当該情報を開示することがあり、経済産業省又は経済産業省が指定した者は、当該情報を統計的に処理した上で匿名化した結果を公表することがあること。
３．経済産業省、貴所又は独立行政法人中小企業基盤整備機構（中小企業活性化全国本部）が実施する本協議会事業に関するアンケートに協力すること。
　　年　　月　　日

　　主たる債務者名　　　 　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
保証人　　　　 （住　　所）

　　　　　　　　　（氏　　名）

   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

保証人支援専門家（住　　所）

　　　　　　　　　　（氏　　名）

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

誓　約　書
当社及び私は、下記１及び２のいずれにも該当せず、将来においても該当しないことを誓約します。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当社及び私が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
また、○○商工会議所（以下、「貴所」といいます。）において必要と判断した場合に、当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。
記
１　貴所の支援対象として不適当な者
（1） 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（支援対象の事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき
（2） 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき
（3） 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
（4） 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき
（5） 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき
２　貴所の支援対象として不適当な行為をする者
（1） 暴力的な要求行為を行う者
（2） 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者
（3） 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者
（4） 偽計又は威力を用いて貴所の業務を妨害する行為を行う者
（5） その他前各号に準ずる行為を行う者
以上

相談申込書記載のチェックリスト
	
	チェック項目
	チェック欄

	１
	経営者保証ガイドラインの趣旨を十分に理解した上での利用相談であることを確認した。
	

	２
	経営者保証ガイドラインに基づく保証債務整理支援業務の遂行のために、保
証人が貴所（支援業務部門及び協議会事務局）に開示した情報及び今後開示
する情報を、貴所（支援業務部門及び協議会事務局）が中小企業庁、○○経
済産業局、○○経済産業局管内の中小企業活性化協議会事業支援業務部門に
所属する弁護士資格を有する統括責任者補佐、及び独立行政法人中小企業基
盤整備機構（中小企業活性化全国本部）に開示すること、経済産業省が、本
事業の評価、制度・運用改善及び利用状況フォローアップ等の目的の範囲内
において、経済産業省が指定する者に対し、必要かつ適切な監督を行うこと
を前提に当該情報を開示すること、経済産業省又は経済産業省が指定した者
が、当該情報を統計的に処理した上で匿名化した結果を公表することがある
こと、につき、同意した。
	

	３
	経営者保証ガイドライン第７項（３）③に基づき、主たる債務の整理手続の終結後に保証債務の整理を開始した場合には、終結前に開始した場合と比較して、残存資産の範囲が制限されることを理解するとともに、利用相談や利用申請の結果、実施部門において保証債務の整理が開始できなかった場合又は弁済計画が不成立に終わった場合の一切の不利益は保証人の責任であることを確認した。
	

	４
	所定の利用相談申込書兼同意書に、日付を記載し、保証人の住所、氏名、保証人支援専門家の住所、氏名を記載した。
	


＜第二次対応＞
［認定支援機関名（○○商工会議所）］
中小企業活性化協議会事業　支援業務部門　御中
利用申請書
（一体型）
私は、｢経営者保証に関するガイドライン｣（以下、｢経営者保証ガイドライン｣といいます。）に基づき、［主たる債務者名］を主たる債務者とする保証債務の整理に関し、貴所による保証債務の整理（第二次対応）を申し込みます。
なお、私の○年○月○日時点における資産及び負債の状況は別紙１及び２のとおりであり、残存資産の範囲についての意向及び私に関する破産法第２５２条第１項（第１０号を除く。）に規定される免責不許可事由に関する状況は下記のとおりです。
私は、保証債務の整理に際しては、｢中小企業活性化協議会等の支援による経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務の整理手順｣に従うとともに、経営者保証ガイドラインに従った弁済計画案を策定することを約します。
また、私は、別紙４に定義される反社会的勢力のいずれにも該当しないことを誓約します。
記

【残存資産の範囲の意向確認】

	保証債務の整理の申し込みにあたり、破産法上の自由財産及び担保提供資産を超える一定の財産について、保証債務の履行の対象とせずに保証人の手元に残すことを希望するか。

□希望しない　　　　　　□希望する

※｢希望する｣に該当する場合、残すことを希望する財産の内容を記載してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




【免責不許可事由に関する確認】

	破産法第２５２条第１項（第１０号を除く。）に規定される免責不許可事由（別紙３記載の事由）が生じておらず、そのおそれもないことの有無
□無し　　　　　　　　　□有り

※｢有り｣に該当する場合、免責不許可事由に該当する事由又はそのおそれのある事由の内容を記載してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




　　年　　月　　日
　主たる債務者名　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
保証人　　　　 （住　　所）
　　　　　　　 　（氏　　名）
　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
本利用申請書（別紙１乃至４を含む。）の記載内容を確認し、保証人と連名で利用を申し込みます。
保証人支援専門家（住　　所）
　　　　　　　　　（氏　　名）
　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
利用申請書（一体型）記載のチェックリスト
	
	チェック項目
	チェック欄

	１
	保証人が、保証債務の整理について、本手順に従うとともに、経営者保証ガイドラインに従った弁済計画案を策定することを確認した。
	

	２
	残存資産の範囲の意向について、「破産手続における自由財産及び担保提供資産を超える一定の財産について、保証債務の履行の対象とせずに保証人の手元に残すことを希望するか否か」をチェックした。

また、残すことを希望する場合、残すことを希望する財産の内容を記載した。
	

	３
	別紙３を確認のうえ、「保証人に免責不許可事由が生じておらず、そのおそれもないこと」の有無をチェックした。
また、「有り」に該当する場合、その内容を記載した。
	

	４
	所定の利用申請書に、日付を記載し、保証人の住所、氏名、保証人支援専門家の住所、氏名を記載した。
	

	５

	保証人は、利用申請に近接する時点における保有する資産の内容を別紙１「資産に関する状況」に、負債の内容を別紙２「負債に関する状況」に正確に記載した。
	


資産に関する状況
（○年○月○日時点）
１．現金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
２．預金
	金融機関・支店名
	口座の種類
	口座番号
	残高

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


３．不動産
	種別
	所在地
	地目／構造・規模
	地積／
床面積(㎡)
	備考（借入状況、担保状況等）

	
	
	
	
	


４．貸付金
	相手方
	金額
	備考（回収見込等）

	
	
	

	
	
	


５．保険
	保険会社名
	証券番号
	解約返戻金額
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	


６．有価証券・ゴルフ会員権等
	種類
	数量
	評価額
	備考（担保状況等）

	
	
	
	

	
	
	
	


７．その他資産（貴金属、美術品等）
	品名
	購入金額
	備考（換価可能性等）

	
	
	

	
	
	


※住宅、車両リース等担保付資産がある場合、担保資産の価値と被担保債務額を比較し、（余剰の）資産価値を試算した金額を備考欄に記載してください。
負債に関する状況

（○年○月○日時点）
１．経営者保証ガイドライン第１項に規定する対象債権者に対して負担する債務
	金融機関名
	残高
	備考（担保状況等）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


２．１以外の債務（住宅ローンやカードローン等）
	債権者名
	残高
	備考（担保状況等）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※日常生活において通常発生する債務については、記載は不要です。


破産法第２５２条第１項（第１０号を除く。）に規定される免責不許可事由
	第１号
	詐害目的での財産の不利益処分（資産の隠匿、損壊、廉価売却等）

	第２号
	不当な債務負担行為（破産手続遅延目的による不利益債務負担行為等）

	第３号
	不当な偏頗行為（非義務行為についての偏頗弁済等）

	第４号
	浪費、賭博その他射幸行為

	第５号
	詐術による信用取引（氏名・収入・他からの債務額等について事実と異なる申告をして借り入れたり、商品を購入したりしたこと等）

	第６号
	帳簿隠滅、偽造、変造行為（税務申告書の隠滅、偽造等）

	第７号
	虚偽の債権者名簿提出行為

	第８号
	裁判所に対する破産手続上の説明義務違反

	第９号
	破産管財人等に対する不正な手段による職務妨害行為

	第１１号
	破産管財人に対する破産手続上の説明義務違反等


なお、第７～９号及び第１１号はいずれも破産手続を前提とするものであり、本整理手続を利用しようとする保証人について第７～９号及び第１１号に該当する事由が生じている、又は生じるおそれがあることは通常想定されません。
反社会的勢力の定義
反社会的勢力とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。
一　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
二　暴力団員（暴力団対策法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
三　暴力団準構成員（暴力団員以外の暴力団と関係を有する者であって、暴力団の威力を背景に暴力的不法行為等を行うおそれがあるもの又は暴力団若しくは暴力団員に対し資金、武器等の供給を行うなど暴力団の維持若しくは運営に協力し、若しくは関与するものをいう。以下同じ。）
四　暴力団関係企業（暴力団員が実質的にその経営に関与している企業、暴力団準構成員若しくは元暴力団員が経営する企業で暴力団に資金提供を行う等暴力団の維持若しくは運営に積極的に協力し若しくは関与するもの又は業務の遂行等において積極的に暴力団を利用し、暴力団の維持若しくは運営に協力している企業をいう。）
五　総会屋等（総会屋その他企業を対象に不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。）
六　社会運動等標ぼうゴロ（社会運動若しくは政治活動を仮装し、又は標ぼうして、不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。）
七　特殊知能暴力集団等（暴力団との関係を背景に、その威力を用い、又は暴力団と資金的な繋がりを有し、構造的な不正の中核となっている集団又は個人をいう。）
八　前各号に掲げる者と次のいずれかに該当する関係にある者
イ　前各号に掲げる者が自己の事業又は自社の経営を支配していると認められること
ロ　前各号に掲げる者が自己の事業又は自社の経営に実質的に関与していると認められること
ハ　自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって前各号に掲げる者を利用したと認められること
ニ　前各号に掲げる者に資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められること
ホ　その他前各号に掲げる者と役員又は経営に実質的に関与している者が、社会的に非難されるべき関係にあると認められること
＜第二次対応＞［認定支援機関名（○○商工会議所）］
中小企業活性化協議会事業　支援業務部門　御中

利用申請書
（単独型）

私は、｢経営者保証に関する経営者保証ガイドライン｣（以下、｢経営者保証ガイドライン｣といいます。）に基づき、［主たる債務者名］を主たる債務者とする保証債務の整理に関し、貴所による保証債務の整理（第二次対応）を申し込みます。
なお、私の○年○月○日時点における資産及び負債の状況は別紙１及び２のとおりであり、現時点で予定している対象債権者は、別紙５のとおりです。経営者保証ガイドラインの適用対象となる保証人の適格性、主たる債務者の債務整理の状況、保有資産・残存資産の範囲についての意向及び私に関する破産法第２５２条第１項（第１０号を除く。）に規定される免責不許可事由に関する状況等は下記のとおりです。

私は、保証債務の整理に際しては、｢中小企業活性化協議会等の支援による経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務の整理手順｣に従うとともに、経営者保証ガイドラインに従った弁済計画案を策定することを約します。

また、私は、別紙４に定義される反社会的勢力のいずれにも該当しないことを誓約します。
記
【経営者保証ガイドラインの適用対象となる保証人の適格性（経営者保証ガイドライン第７項（１）イ）】
	①主たる債務者が、経営者保証ガイドライン第３項（１）、経営者保証ガイドラインＱ＆Ａ【総論】Ｑ．３に規定される「中小企業・小規模事業者等」に該当するか。

□該当する　　　　　　　　　□該当しない

※｢該当しない｣場合、主たる債務者の属性（業種・資本金又は出資の総額・従業員数）について記載してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
②保証人が個人であり、主たる債務者である中小企業の経営者等に該当するか（経営者保証ガイドライン第３項（２）、経営者保証ガイドラインＱ＆Ａ【総論】Ｑ．４）。
□該当する　　　　　　　　　□該当しない

※｢該当しない｣場合、主たる債務者・保証人との関係について記載してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
③主たる債務者および保証人の双方が弁済について誠実であり、財務情報等を適時適切に開示しているか（経営者保証ガイドライン第３項（３）、経営者保証ガイドラインＱ＆Ａ【各論】Ｑ．３－３、３－４）。
□該当する　　　　　　　　　□該当しない

※｢該当しない｣と思われる場合、その内容を記載してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



【主たる債務者の債務整理の状況】
	主たる債務者の法的債務整理手続又は準則型私的整理手続が係属若しくは終結しているか（経営者保証ガイドライン第７項（１）ロ）。
□係属中　　　　　　　　　　□終結

主たる債務者の債務整理手続の内容及び進捗状況について記載してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



【免責不許可事由に関する確認（経営者保証ガイドライン第7項（1）ニ）】

	破産法第２５２条第１項（第１０号を除く。）に規定される免責不許可事由（別紙３記載の事由）が生じておらず、そのおそれもないことの有無

□無し　　　　　　　　  　　□有り

※｢有り｣に該当する場合、免責不許可事由に該当する事由又はそのおそれのある事由の内容を記載してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




【保証人の保有資産の確認】
	保証人の保有資産の総額が９９万円を超えているか。
□９９万円以下　　　　　　　□９９万円超


【小規模企業共済法に基づく共済金請求権等の特別法上の差押禁止財産の有無】

	小規模企業共済法に基づく共済金請求権等、保証人が特別法上の差押禁止債権に該当する財産を保有しているか。
□保有している　　　　　　　□保有していない


【残存資産の範囲の意向確認】

	９９万円を超えて、保証人の保有資産を保証債務の履行の対象とせずに保証人の手元に残すことを希望するか。
　□希望しない　　　　　　　　□希望する

※｢希望する｣に該当する場合、残すことを希望する財産の内容・根拠・理由を記載してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



【対象債権者との間の良好な取引関係の確認】
	対象債権者とのこれまでの取引関係に鑑み、信頼関係の構築に不安や懸念があると思われる事由の有無。
□無し　　　　　　　　　　　□有り

※｢有り｣に該当する場合、対象債権者との間で信頼関係の構築に不安や懸念がある事由の内容を記載してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



　　年　　月　　日

主たる債務者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
保証人　　　　　（住　　所）

　　　　　　　　（氏　　名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

本利用申請書（別紙１乃至５を含む。）の記載内容を確認し、保証人と連名で利用を申し込みます。

保証人支援専門家（住　　所）

　　　　　　　　（氏　　名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

利用申請書（単独型）記載のチェックリスト
	
	チェック項目
	チェック欄

	１
	保証人が、保証債務の整理について、本手順に従うとともに、経営者保証ガイドラインに従った弁済計画案を策定することを確認した。
	

	２
	経営者保証ガイドラインの適用対象となる保証人の適格性の各要件（①～③）の有無をチェックした。
また、「該当しない」場合、その内容等を記載した。
	

	３
	主たる債務者の法的債務整理手続又は準則型私的整理手続が係属中か終結しているか、いずれかをチェックした。
また、主たる債務の債務整理手続の内容及び進捗状況について記載した。
	

	４
	別紙３を確認のうえ、「保証人に免責不許可事由が生じておらず、そのおそれもないこと」の有無をチェックした。
また、「有り」に該当する場合、その内容を記載した。
	

	５

	保証人は、利用申請に近接する時点における保有する資産の内容を別紙１「資産に関する状況」に、負債の内容を別紙２「負債に関する状況」に正確に記載した。
	

	６
	保証人の保有資産の総額が９９万円を超えているか否かについて、その有無をチェックした。
	

	７
	小規模企業共済法に基づく共済金請求権等、保証人が特別法上の差押禁止債権に該当する財産を保有しているか否かについて、その有無をチェックした。
	

	８
	「９９万円を超えて、保証人の保有資産を保証債務の履行の対象とせずに保証人の手元に残すことを希望するか否か」をチェックした。
また、「希望する」に該当する場合、残すことを希望する財産の内容・根拠・理由を記載した。
	

	９
	対象債権者とのこれまでの取引関係に鑑み、信頼関係の構築に不安や懸念があると思われる場合、その内容を記載した。
	

	１０
	別紙５「対象債権者リスト」に対象債権者として予定する債権者を全て記載した。
	

	１１
	所定の利用申請書に、日付を記載し、保証人の住所、氏名、保証人支援専門家の住所、氏名を記載した。
	


資産に関する状況
（○年○月○日時点）

１．現金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
２．預金

	金融機関・支店名
	口座の種類
	口座番号
	残高

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


３．不動産

	種別
	所在地
	地目／構造・規模
	地積／

床面積(㎡)
	備考（借入状況、担保状況等）

	
	
	
	
	


４．貸付金

	相手方
	金額
	備考（回収見込等）

	
	
	

	
	
	


５．保険

	保険会社名
	証券番号
	解約返戻金額
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	


６．有価証券・ゴルフ会員権等

	種類
	数量
	評価額
	備考（担保状況等）

	
	
	
	

	
	
	
	


７．その他資産（貴金属、美術品等）

	品名
	購入金額
	備考（換価可能性等）

	
	
	

	
	
	


※住宅、車両リース等担保付資産がある場合、担保資産の価値と被担保債務額を比較し、（余剰の）資産価値を試算した金額を備考欄に記載してください。
負債に関する状況
（○年○月○日時点）

１．経営者保証ガイドライン第１項に規定する対象債権者に対して負担する債務
	金融機関名
	残高
	備考（担保状況等）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


２．１以外の債務（住宅ローンやカードローン等）
	債権者名
	残高
	備考（担保状況等）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※日常生活において通常発生する債務については、記載は不要です。
破産法第２５２条第１項（第１０号を除く。）に規定される免責不許可事由
	第１号
	詐害目的での財産の不利益処分（資産の隠匿、損壊、廉価売却等）

	第２号
	不当な債務負担行為（破産手続遅延目的による不利益債務負担行為等）

	第３号
	不当な偏頗行為（非義務行為についての偏頗弁済等）

	第４号
	浪費、賭博その他射幸行為

	第５号
	詐術による信用取引（氏名・収入・他からの債務額等について事実と異なる申告をして借り入れたり、商品を購入したりしたこと等）

	第６号
	帳簿隠滅、偽造、変造行為（税務申告書の隠滅、偽造等）

	第７号
	虚偽の債権者名簿提出行為

	第８号
	裁判所に対する破産手続上の説明義務違反

	第９号
	破産管財人等に対する不正な手段による職務妨害行為

	第１１号
	破産管財人に対する破産手続上の説明義務違反等


なお、第７～９号及び第１１号はいずれも破産手続を前提とするものであり、本整理手続を利用しようとする保証人について第７～９号及び第１１号に該当する事由が生じている、又は生じるおそれがあることは通常想定されません。

反社会的勢力の定義

反社会的勢力とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。

一　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

二　暴力団員（暴力団対策法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

三　暴力団準構成員（暴力団員以外の暴力団と関係を有する者であって、暴力団の威力を背景に暴力的不法行為等を行うおそれがあるもの又は暴力団若しくは暴力団員に対し資金、武器等の供給を行うなど暴力団の維持若しくは運営に協力し、若しくは関与するものをいう。以下同じ。）

四　暴力団関係企業（暴力団員が実質的にその経営に関与している企業、暴力団準構成員若しくは元暴力団員が経営する企業で暴力団に資金提供を行う等暴力団の維持若しくは運営に積極的に協力し若しくは関与するもの又は業務の遂行等において積極的に暴力団を利用し、暴力団の維持若しくは運営に協力している企業をいう。）

五　総会屋等（総会屋その他企業を対象に不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。）

六　社会運動等標ぼうゴロ（社会運動若しくは政治活動を仮装し、又は標ぼうして、不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。）

七　特殊知能暴力集団等（暴力団との関係を背景に、その威力を用い、又は暴力団と資金的な繋がりを有し、構造的な不正の中核となっている集団又は個人をいう。）

八　前各号に掲げる者と次のいずれかに該当する関係にある者

イ　前各号に掲げる者が自己の事業又は自社の経営を支配していると認められること

ロ　前各号に掲げる者が自己の事業又は自社の経営に実質的に関与していると認められること

ハ　自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって前各号に掲げる者を利用したと認められること

ニ　前各号に掲げる者に資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められること

ホ　その他前各号に掲げる者と役員又は経営に実質的に関与している者が、社会的に非難されるべき関係にあると認められること
対象債権者リスト
	番号
	債権者名
	備考　※１，２

	
	住所
	

	
	電話番号・ＦＡＸ
	

	１
	
	

	
	
	

	
	・
	

	２
	
	

	
	
	

	
	・
	

	３
	
	

	
	
	

	
	・
	

	４
	
	

	
	
	

	
	・
	

	５
	
	

	
	
	

	
	・
	

	６
	
	

	
	
	

	
	・
	

	７
	
	

	
	
	

	
	・
	


※１　「備考欄」には、可能な範囲で担当部署・担当者名も記載してください。

※２　金融債権に係る保証債権者以外の債権者（リースに係る保証債権者、カードローン等保証人固有の債務に係る債権者等）を対象債権者に含める場合には、「備考欄」に債権の種類を記載してください。

＜第二次対応＞

○年○月○日

対象債権者各位

返済猶予等のお願い

［認定支援機関名（○○商工会議所）］中小企業活性化協議会事業　
支援業務部門　　　　　　　

統括責任者　　○○　○○　　　 印

(主たる債務者)　○○○○　　　
代表取締役　　○○　○○　　　 印

(保証人)　　　○○　○○　　　 印

(保証人支援専門家)　○○　○○　　　 印

拝啓　時下益々ご清祥のこととお喜び申し上げます。

　平素は、中小企業活性化協議会事業に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　さて、上記保証人について、下記１の日に、「中小企業活性化協議会等の支援による経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務の整理手順」（以下、「本手順」といいます。）に基づき弁済計画策定支援（第二次対応）を開始することとなりました。
　対象債権者におかれましては、本手順に基づく保証債務の整理にご協力賜りたく、下記２の返済猶予期間において、保証債務の返済を猶予いただくとともに、下記３の行為を差し控えて頂くようお願い申し上げます。

敬具

記

１　弁済計画策定支援（第二次対応日）決定日
　　　　　年〇月〇日
２　返済猶予期間
　　　　　年〇月〇日から　　年〇月〇日迄
３　差し控えをお願いする行為
1  ○年○月○日における保証債務の残高を減らすこと
2  弁済の請求・受領、相殺権を行使するなどの債務消滅に関する行為をなすこと

3  追加の物的人的担保の供与を求め、担保権を実行し、強制執行や仮差押・仮処分や法的倒産処理手続の申立てをすること

以上
＜第二次対応＞
○年○月○日

対象債権者各位

返済猶予等のお願い

［認定支援機関名（○○商工会議所）］中小企業活性化協議会事業
支援業務部門　　　　　　　

統括責任者　　○○　○○　　　 印

(主たる債務者)　○○○○　　　 

(保証人)　　　○○　○○　　　 印

(保証人支援専門家)　○○　○○ 　　 印

拝啓　時下益々ご清祥のこととお喜び申し上げます。

　平素は、中小企業活性化協議会事業に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　さて、上記保証人について、下記１の日に、「中小企業活性化協議会等の支援による経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務の整理手順」（以下、「本手順」といいます。）に基づき弁済計画策定支援（第二次対応）を開始することとなりました。
　対象債権者におかれましては、本手順に基づく保証債務の整理にご協力賜りたく、下記２の返済猶予期間において、保証債務の返済を猶予いただくとともに、下記３の行為を差し控えて頂くようお願い申し上げます。

敬具

記

１　弁済計画策定支援（第二次対応日）決定日
　　　　　年〇月〇日
２　返済猶予期間
　　　　　年〇月〇日から　　年〇月〇日迄
３　差し控えをお願いする行為
1  ○年○月○日における保証債務の残高を減らすこと

2  弁済の請求・受領、相殺権を行使するなどの債務消滅に関する行為をなすこと

3  追加の物的人的担保の供与を求め、担保権を実行し、強制執行や仮差押・仮処分や法的倒産処理手続の申立てをすること

以上
表明保証書
○○○○銀行　御中
写し：［認定支援機関名（○○商工会議所）］
中小企業活性化協議会事業　支援業務部門　御中
1． 私の資産は、　年　月　日現在、別紙資産目録記載のとおりであり、その余の資産を
有しない旨を表明し保証します。
2． 私に、破産法第２５２条第１項（第１０号を除く。）に規定される免責不許可事由が    
生じておらず、そのおそれもないことを表明し保証します。
3． 上記1.の表明に反して資産目録記載の資産以外に資産が発見された場合、又は上記.2の表明に反して免責不許可事由に該当する行為が見つかった場合、貴行に対し、貴行から免除を受けた保証債務額及び免除期間分の延滞利息も付した上で追加弁済することを約します。但し、当該事実の判明に関し、私に故意又は重過失がない場合は、新たに判明した資産により弁済可能な範囲に限って追加弁済いたします。
　　年　　月　　日　　　　　　　　　
（保証人）　　　　　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
［保証人名］による上記1の表明保証が適正であることを確認しました。

　
　　年　　月　　日　　　　　　　　　
（保証人支援専門家）　　　　　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞　　
資産目録
（○年○月○日時点）
１．現金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
２．預金
	金融機関・支店名
	口座の種類
	口座番号
	残高

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


３．不動産
	種別
	所在地
	地目／構造・規模
	地積／
床面積(㎡)
	備考（借入状況、担保状況等）

	
	
	
	
	


４．貸付金
	相手方
	金額
	備考（回収見込等）

	
	
	

	
	
	


５．保険
	保険会社名
	証券番号
	解約返戻金額
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	


６．有価証券・ゴルフ会員権等
	種類
	数量
	評価額
	備考（担保状況等）

	
	
	
	

	
	
	
	


７．その他資産（貴金属、美術品等）
	品名
	購入金額
	備考（換価可能性等）

	
	
	

	
	
	


※住宅、車両リース等担保付資産がある場合、担保資産の価値と被担保債務額を比較し、（余剰の）資産価値を試算した金額を備考欄に記載してください。

